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第１編 共通仕様書
第１章 総則

1.1.1 業務の目的
本市では、現在稼働中の朝日環境センター焼却棟（流動床式ガス化溶融炉、420t/24h）を解体し、その跡地に新焼却棟（炉型式未定、318t/24h予定）を建設する計画である。また、南ストックヤードにプラスチックごみ及び紙類の中間処理施設又は積替保管施設を建設し、鳩ヶ谷衛生センターに金属類選別所、繊維類保管所及び段ボール保管所を移設する計画である。
本業務は、新焼却棟の施設整備並びに南ストックヤード及び鳩ヶ谷衛生センターの施設整備に関する基本計画を策定するとともに、焼却棟の施設整備に係る環境影響評価及び南ストックヤードの施設整備に係る生活環境影響調査を実施するものである。
なお、基本計画策定業務の内容は第２編、環境影響評価業務の内容は第３編、生活環境影響調査業務の内容は第４編に示すとおりである。
1.1.2 業務の名称
朝日環境センター施設整備基本計画策定業務及び環境影響評価業務委託
1.1.3 業務の場所
川口市内

1.1.4 業務期間
契約締結日より令和１０年３月３１日まで

 基本計画　　　　　　　　　　　　：令和８年３月３１日まで
 環境影響評価、生活環境影響調査　：令和１０年３月３１日まで
第２章 一般事項
1.2.1 業務管理
(1) 受注者は、管理技術者（業務統括、基本計画策定業務）、主任技術者（環境影響評価業務）（※生活環境影響調査業務を含む。））、主任技術者（PFI等導入可能性調査業務）を各１名配置すること。

(2) 受注者は、秩序正しい業務を行わせるために適切に技術者を配置しなければならない。また、高度の技術を要する業務については、以下のとおり、相当の経歴を有する技術者を配置しなければならない。
　1)管理技術者
　　・技術士（総合技術監理部門（衛生工学部門－廃棄物・資源循環に関する専門分野））又は技術士（衛生工学部門－廃棄物・資源循環に関する専門分野）の資格を有すること。

　　・平成２６年度以降に、国又は地方公共団体が発注する処理能力が１００ｔ/日以上のごみ焼却施設を対象とした施設整備基本計画策定業務又は施設整備基本設計業務を担当し、完了した業務実績を複数件有すること。

　2)主任技術者（環境影響評価業務）
　　・技術士（建設部門－建設環境に関する専門分野））又は技術士（環境部門－環境影響評価に関する専門分野））の資格を有すること。

　・平成２６年度以降に、国又は地方公共団体が発注する処理能力が１００ｔ/日以上のごみ焼却施設を対象とした環境影響評価業務を担当し、完了した業務実績を複数件有すること。
　3)主任技術者（PFI等導入可能性調査業務）
　　・平成２６年度以降に、国又は地方公共団体が発注する処理能力が１００ｔ/日以上のごみ焼却施設を対象としたＰＦＩ等導入可能性調査業務を担当し、完了した業務実績を複数件有すること。
4)担当技術者

　　・基本計画策定業務と環境影響評価業務の担当技術者は兼務しないこと。

(3) 発注者から業務の進捗状況の報告を求められた場合は、受注者はすみやかに報告すること。
(4)発注者は、業務の執行上、管理技術者等が不適当であると認めるときは、その理由を明示して受注者に変更を求めることができる。その場合、受注者は速やかに新たな担当者を選出し、書面により発注者に通知すること。
1.2.2 法令等の遵守
本業務の実施にあたっては、関係法令、条例、規則、通知等を遵守すること。
1.2.3 資料の収集・貸与
本業務の遂行上必要な資料等の調査・収集は、原則として受注者が行わなければならない。但し、発注者が所有する本業務の遂行上必要な資料については、発注者が受注者に貸与することができる。この場合、受注者は借用リストを発注者に提出し、業務完了とともに速やかに、借用資料を返却しなければならない。また、資料の目的外での使用を禁止する。

1.2.4 疑義に対する協議等
(1) 仕様書に定められた内容に疑義が生じた場合は、発注者の本業務担当者と協議する。
(2) 上記(1)の協議を行った結果、仕様書の訂正又は変更を行う場合は、受注者及び発注者の協議による。

(3) 上記(1)の協議を行った結果、仕様書の訂正又は変更に至らない軽微な事項については、協議結果を議事録に記録すること。
1.2.5 提出書類
受注者は、本業務の着手に先立ち、次の書類をすみやかに発注者に提出し、承諾を得ること。書面を提出する場合の様式（提出部数を含む）は、契約書に定める他、業務委託契約細目によるもの並びに監督職員との協議による。
(1) 業務着手時

(ア) 業務実施計画書（業務委託契約細目 様式第1号）
(イ) 業務工程表
(ウ) 管理技術者の経歴書・資格者証の写し
(エ) その他発注者が指定する書類

(2) 各年度終了時（最終年度を除く）
 (ア) 中間報告書

(3) 業務完了時
(ア) 業務完了報告書（業務委託契約細目 様式第4号）
(イ) 納品書
(ウ) 請求書
1.2.6 成果物の審査
受注者は、成果物について発注者の審査を受けなければならない。その結果、訂正を指示されたものについては訂正するものとする。
また、審査後であっても成果品に不適合がある場合は、次の通り受注者はすみやかに訂正しなければならない。

(1) 受託者の責に伴う業務の瑕疵（落丁、汚れ、破れ等）があったとき。
(2) 記入漏れ、不備又は、誤記等が発見されたとき。
1.2.7 成果物の納入
(1) 成果物の種類及び部数は、第２編から第４編に定める通りとし、成果品の作成にあたっては、発注者と協議を行うこと。また、受注者は成果品の内容について、発注者の承諾なしに公表、貸与又は使用してはならない。
(2) 成果物の納品場所は川口市環境部環境施設課（川口市朝日４丁目２１番３３号リサイクルプラザ内）とする。
1.2.8 打ち合わせ及び記録
(1) 受注者は、業務の着手にあたり、発注者と十分な打ち合わせを行うこと。また、業務中にも緊密な連絡・打ち合わせを行い、積極的に本業務達成に努めるものとする。
(2) 受注者は、打ち合わせ及び協議の都度、その内容の議事を作成のうえ、会議終了後５日後までに発注者に提出し、発注者、受注者相互に確認するものとする。
1.2.9 権利の帰属
本業務に基づく成果物及び作業工程において作成された資料等に対する一切の権利は、発注者に帰属する。従って、受注者がこれら成果物等を第三者に提供し、又は内容を転載する際は、その都度発注者の承諾を得なければならない。
1.2.10 国の動向の把握
受注者は、あらゆる機会を通じ、本業務に関連する国の法整備等に関する動向の把握に努めるものとする。
1.2.11 他の計画との整合性
朝日環境センター施設整備基本計画の策定等にあたっては、国、県及び発注者が策定する他の計画、指針等と整合性を持たせなければならない。
1.2.12 業務の完了及び引き渡し
本業務は、定められた項目の業務が全て完了し、定められた報告書を提出して業務の完了及び引渡しとする。
1.2.13 川口市環境方針の遵守
受注者は、業務の遂行に当たり、川口市環境方針を遵守すること。
第２編 基本計画 特記仕様書
本業務は、朝日環境センター施設整備基本構想での検討結果を踏まえ、同センターの施設整備を進めるにあたり必要となる、施設整備条件、施設の性能及び仕様等を整理することを目的とする。
第１章 基本計画（焼却棟編）
第１節 基本計画の枠組み
2.1.1.1 業務の目的
本市の一般廃棄物処理の現況及び施設の課題等を背景に、基本計画（焼却棟編）の目的を定める。 
2.1.1.2 基本計画の位置づけ

朝日環境センター施設整備基本構想（以下、「基本構想」という。）や関連計画における基本計画（焼却棟編）の位置付けを整理する。
2.1.1.3 施設整備の基本方針

新焼却棟の整備に関する基本方針について整理する。

2.1.1.4 整備対象の施設
整備対象の施設を整理する。

第２節　基本的条件の整理
2.1.2.1 基本条件の整理
本市のごみ処理状況について、一般廃棄物処理基本計画において推計されている将来ごみ量及び基本構想の検討結果を踏まえ、処理体制や種類別の発生量等について見直しを行う。
(1)  更新計画の概要
1)  新施設の名称
2)  対象施設及び前提条件
3)  朝日環境センターを構成する施設
4)  更新対象とする施設
5)  更新に係る前提条件

6)  その他
(2)  ごみ処理関係
1)  ごみ処理体制
2)  ごみの種類別の発生量
3)  ごみの性状
4)  ごみ処理の実績（関連施設を含む）
5)  ごみの搬入量

6)  その他
(3)  工場運営条件
1)  新焼却棟の工場運転条件
新焼却棟の工場運転、補修条件、工場運営組織について整理する。

2)  各施設の状況（各施設の処理計画、維持補修計画、更新計画）等

3)  焼却残さ等の取扱条件
焼却残さ、汚泥、汚水等の取扱条件と方法、搬入出方法、取扱先等について整理する。

(4)  敷地及び周辺条件（地形、標高、計画地盤高、地質条件、都市計画内容、他）
(5)  施設整備に関連する関連法令
(6)  搬入出経路及び車両条件
1)  搬入出経路
2)  車両等の形式及び台数
3)  ごみ収集車
4)  資源物搬出車両及び維持管理関連車両
5)  その他
(7)  ユーティリティ条件
1)  電気供給施設
2)  水道供給施設
3)  ガス供給施設
4)  その他施設
(8)  その他
第３節 施設整備基本計画
2.1.3.1  処理方式の選定
(1) 焼却対象ごみの処理方式の種類
(2) 処理方式の選定
1)  比較対象とする処理方式
比較対象とする焼却処理方式について、稼働実績、経済性、安定運転の確実性、導入実績等を鑑み評価項目及び評価方法を設定する。また、各評価項目を設定した理由も整理する。
2)  処理方式の評価
各処理方式について、設定した評価項目及び評価方法に基づき評価を行い、最適な処理方式を選定する。
2.1.3.2 計画施設規模の整理
一般廃棄物処理基本計画において推計されている将来ごみ量及び基本構想の検討結果を踏まえ、適正な計画施設規模について再検討を行い必要に応じ見直しを行う。
(1) 新焼却棟において処理するごみ種について整理する。
(2) 計画処理量を勘案し、処理能力を算定する。
(3) 災害時に多量の災害廃棄物が発生することが想定されるため、災害廃棄物の処理量を考慮して算定する。
(4) プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律の影響についても関連する調査結果を基に整理する。
(5) 後段に必要となる発注仕様書に反映させるべき計画施設規模を整理する。
2.1.3.3 計画ごみ質の整理
前項のごみ量にかかる条件を踏まえ最適なごみ質について検証及び見直しを行う。
2.1.3.4 環境保全計画
(1) 環境保全計画
　　 施設整備に係る環境影響評価と密接に係わることに留意して、施設建設中及び施設供用中の別に計画内容を検討する。
1) 建設工事中対策
建設工事に際しての環境保全対策について、公害防止の観点のみならず地域環境の保全に留意し工事内容や現地の実情に応じた対策の概要について整理する。
2) 施設供用中対策
施設供用開始後における環境保全対策について整理する。
(2) 公害防止目標値
環境保全計画に基づき、以下の各基準を取りまとめる。また、公害防止基準の計画に際しては、関係法令や都道府県条例に基づき建設候補地で適用される規制基準値のほか、立地条件や環境影響等を十分に検討すること。
1) 排ガス排出基準

2) 排水放流基準
3)  悪臭防止基準

4)  騒音防止基準
5)  振動防止基準

6)  その他
2.1.3.5 工事計画
朝日環境センター焼却棟の再整備に当たって必要となる、①資源化施設の移設、②現施設の解体工事、③朝日環境センター焼却棟の再整備工事及び④朝日環境センター新焼却棟竣工時をはじめとする各段階における工事計画を工事経過図として取りまとめ、次の事項について検討する。

(1) 再整備工事の着手に当たり必要となるユーティリティの切り替え要否
(2) 再整備工事エリアとリサイクルプラザへの搬入出エリアの最適な分離
(3) 再整備工事期間における仮設計量機の要否及び最適位置
(4) 再整備工事期間における工事車両とリサイクルプラザへの搬入出車両動線の分離
(5) 各経過における課題及び事前に対応を要する事項の有無
(6) その他（受電点の切替等）
2.1.3.6 工事期間中の配慮
(1) 工事期間中のごみ焼却方法
(2) 工事期間中の戸塚環境センター新焼却施設の焼却主灰の処理方法
(3) 資源化施設の運営
(4) 余熱利用施設の運営
(5) その他
2.1.3.7 解体工事計画
(1) 解体工事計画の概要
(2) 各種有害物資への対応
1) ダイオキシン類

2) アスベスト
3) その他の有害物資
(3) 土壌汚染及び埋設廃棄物への対応
2.1.3.8 焼却残さの処理方針
(1) 既存施設及び戸塚環境センター新焼却施設の主灰、飛灰、溶融飛灰等の処理状況
(2) 朝日環境センター新焼却棟整備後における主灰、飛灰、溶融飛灰等の処理方法
2.1.3.9 余熱利用計画
(1) 余熱の回収方法
(2) 熱エネルギーの利用方法
(3) 余熱利用方法
1) エネルギー回収率と熱利用の考え方

2) 蒸気タービン発電システムの考え方
3) 余熱利用計画

(4) 発電効率の計算
(5) 導入技術の検討等
(6) 朝日環境センター新焼棟におけるエネルギー回収率
1) 前提条件

2) 電力収支
3) 年間収支とエネルギー回収率の試算結果

(7) その他
2.1.3.10 ごみ処理施設の耐震・防災計画
(1) 耐震性
(2) 耐水性
(3) 始動用電源
(4) 燃料保管設備
(5) 薬剤等の備蓄
(6) その他
2.1.3.11 施設配置計画
(1) 建物の配置計画
1) 工場棟

2) 計量棟
3) 煙突

4) その他付属施設

(2) 車両動線計画
　　収集運搬車、灰搬出車、薬品の納入車、メンテナンス用クレーン車、消防車等の動線を考慮して構内道路の配置を計画する。
2.1.3.12 環境啓発施設整備計画
(1) 環境啓発施設の整備方針
(2) 環境啓発施設の仕様案
2.1.3.13 土木基本計画 

(1) 地形、地質及び防災をはじめ社会要請に基づく土地造成計画を検討する。
(2) 埼玉県条例に基づく雨水集排水計画等について検討する。

(3) 構内道路、駐車場、門・囲障、緑地等の外構施設について検討する。

(4) 上記(1)～(3)の検討結果に基づき、新焼却棟配置及び動線図、土工計画図、土地造成平面図及び外構施設図等を含む基本設計図を作成する。

2.1.3.14 建築基本計画 

(1) 全体計画
建築規模、構造方式（SRC造、RC造、S造等）をはじめとする全体計画について検討する。
(2) 平面計画
主要諸室及びゾーニングについて検討する。
(3) 高さ計画
地盤面からの高さを整理するとともに、周辺の日照に配慮した高さとすること等について検討する。
(4) 意匠計画
施設整備条件を踏まえ、求められる施設デザインについて検討する。
　また、本施設の外観イメージパースを提示する。
(5) 建築機械設備基本計画
給排水設備及び空調設備などの仕様について検討する。
(6) 建築電気設備基本計画
照明設備、避雷設備など
(7) その他
土木技術に加え、建築技術による防災対策などについて検討する。

2.1.3.15 プラント機械設備基本計画

次の設備ごとに要求性能及び仕様について検討する。

(1)  受入供給設備
(2)  燃焼設備
(3)  燃焼ガス冷却設備
(4)  余熱利用設備
(5)  排ガス処理設備
(6)  通風設備
(7)  灰出し設備
（8） 給水設備
（9） 排水処理設備
（10）その他（粗大ごみ処理設備、資源物の貯留スペースなど）

2.1.3.16 プラント電気・計装設備基本計画

次の設備ごとに要求性能及び仕様について検討する。

(1) 受電方法の検討
(2) 電気・計装設備の検討
(3) 非常用発電設備の検討
(4) その他
2.1.3.17 概算事業費の整理

下記について、概算建設費及び概算維持管理費（15～20年程度）を算出する。算出にあたっては、プラントメーカーへのヒアリング等を踏まえること。

(1) 概算事業費
(2) 施設建設費の財源
(3) 財源内訳
(4) 本市環境施設に係る財源計画
(5) その他
第４節 PFI導入可能性調査
2.1.4.1 PFI導入可能性調査の実施
(1) 意向調査
7)  各事業手法の特徴の整理と先行事例の動向調査
各事業手法の特徴を整理し、先行事例の動向を調査することで、本市の事業条件に適合性のある事業方式を抽出する。
8)  事業条件の整理
整備するごみ処理施設の種類、施設規模、建設場所等の条件とともに、公共の業務範囲と民間事業者の業務範囲を明確にする。
9)  民間事業者への市場調査

本市が計画するごみ処理事業への参加意欲があるかどうかを確認するために、民間事業者を対象としてアンケートを実施する。
(2) 定量評価（VFMの算出）
市場調査や先行事例から設定した事業費をもとに、公共が自ら実施する場合の事業期間全体を通じた公的財政負担の見込み額の現在価値である「PSC（Public Sector Comparator）」と、PFI等の事業手法で実施する場合の見込み額の現在価値「PFI事業等のLCC（LCC：Life Cycle Cost）」を算出してVFMを算出する。
(3) 定性評価
主に以下のような事象に対する事業手法ごとの違いを整理する。

1) 他市町村等での導入実績
2) 長期債務負担の確定
3) 公共と民間事業者のリスク分担の明確化
10)  その他
(4) 総合評価
(1)～(3)の結果を踏まえて総合的な視点から比較評価を行い、本市にとって最適な事業手法を選定する。
第５節 調達方式の整理
2.1.5.1 調達方式の整理
下記の調達方式について、概要、適用の考え方、交渉不調の場合の措置、メリット、デメリット等について整理する。
(1) プロポーザル方式
(2) 総合評価落札方式
(3) 最低価格落札方式
第６節 施設整備スケジュール
2.1.6.1 新焼却棟建設準備作業
契約までに必要な準備作業について整理する。準備作業には、地質調査や測量等の事前調査、環境影響評価（又は環境影響調査）、都市計画決定、その他必要な許認可を含む。
2.1.6.2 施設整備の手順
新焼却棟の整備にあたって、本市から発生する廃棄物を将来にわたり安全かつ安定的に処理するため、他施設との関係性を鑑みながら整備手順を整理する。

2.1.6.3 施設整備スケジュール（工程表）
2.1.6.1及び2.1.6.2で整理した内容をもとに、施設整備スケジュール（工程表）を作成する。

第２章 基本計画（資源化施設編）
第１節 基本計画の枠組み

2.2.1.1 業務の目的

本市の一般廃棄物処理の現況及び施設の課題等を背景に、基本計画（資源化施設編）の目的を定める。 
2.2.1.2 施設基本計画の位置づけ

朝日環境センター施設整備基本構想（以下、「基本構想」という。）や関連計画における基本計画（資源化施設編）の位置付けを整理する。
2.2.1.3 施設整備の基本方針

資源化施設の整備に関する基本方針について整理する。

2.2.1.4 整備対象の施設
整備対象の施設を整理する。

第２節 基本的条件の整理
2.2.2.1 基本条件の整理
本市の資源物処理状況について、一般廃棄物処理基本計画において推計されている将来ごみ量及び基本構想の検討結果を踏まえ、処理体制や種類別の発生量等について見直しを行う。
(9)  資源物処理関係
1)  資源物処理体制
2)  資源物の種類別の発生量
3)  資源物の性状
4)  資源物処理の実績（関連施設を含む）
5)  資源物の搬入量

6)  その他
(10)  工場運営条件
1)  資源化施設の工場運転条件
工場運転・補修条件、工場運営組織について整理する。

2)  各施設の状況（各施設の処理計画、維持補修計画、更新計画）等

3)  リサイクル残さ等の取扱条件
リサイクル残さの取扱条件と方法、搬入出方法、取扱先等について整理する。

(11)  敷地及び周辺条件（地形、標高、計画地盤高、地質条件、都市計画内容、他）
(12)  施設整備に関連する関連法令
(13)  搬入出経路及び車両条件
1)  搬入出経路
2)  車両等の形式及び台数
3)  ごみ収集車
4)  資源物搬出車両及び維持管理関連車両
5)  その他
(14)  ユーティリティ条件（電気供給施設、水道供給施設、ガス供給施設他）
1)  電気供給施設
2)  水道供給施設
3)  ガス供給施設
4)  その他施設
(15)  その他（工事車両動線など）
第３節 施設整備基本計画
2.2.3.1 計画施設規模の整理
(1) 検討対象品目の整理
資源化施設の整備に当たり、基本構想の結果を踏まえ、本計画において検討対象（南ストックヤード及び鳩ヶ谷衛生センターに移設、または民間委託）とする品目（以下、「検討対象品目」という。）について整理する。

(2) 施設規模の設定
一般廃棄物処理基本計画において推計されている将来ごみ量及び基本構想の検討結果を踏まえ、計画処理量を勘案し、処理能力を検討する。

(3) プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律の影響について、関連する調査結果を基に整理する。
(4) 後段に必要となる発注仕様書に反映させるべき計画施設規模を整理する。
2.2.3.2 計画ごみ質の整理
前項のごみ量にかかる条件を踏まえ、最適なごみ質について検証及び見直しを行う。
2.2.3.3 整備対象とする資源物の処理方法の選定
(1) 処理方法の検討
前項で整理した検討対象品目ごとに、資源物の処理方法を検討する。

(2) 資源物処理技術の整理
1)  破袋設備
2) 選別設備
3) 再生設備
(3) 検討対象とする資源物の処理方法の選定検討
検討対象品目ごとに整備対象とする品目とすべき処理方法を検討する。具体的には、定量的評価と定性的評価に基づいて総合的に検討する。
1) 定量的評価（費用対効果分析）
定量的な評価として、費用対効果分析手法を用い、費用と便益の比較（費用便益費 = 便益/費用 = B/C）により検証する。具体的には、費用は、各検討対象品目を中間処理するための新たな施設を整備または現施設で現状維持し、分析対象期間稼働することを想定して設定する。また、便益は新たな施設を整備しない場合の代替として、各検討対象品目をそれぞれ民間事業者に処理委託等することを想定して設定する。
① 分析対象期間の設定
② 社会的割引率の設定
③ 検討項目（民間委託、現状維持、整備）
④ 検討項目ごとにおける費用及び便益の設定
⑤ 費用対効果結果
2)  定性的評価
定性的な評価として、実現可能性、選別精度、安全性、地域雇用、その他課題の5つの視点に基づいて、各検討項目の比較を行う。
3)  総合評価のまとめ
2.2.3.4 環境保全計画
(1) 環境保全計画
　　　施設整備に係る生活環境影響調査（又は環境影響評価）と密接に係わるこ　とに留意して、建設工事中及び施設供用中の別に計画内容を検討する。
1) 施設建設工事中対策
建設工事に際しての環境保全対策について、公害防止の観点のみならず地域環境の保全に留意し工事内容や現地の実情に応じた対策の概要について整理する。
2) 施設供用中対策
施設供用開始後における環境保全対策について整理する。
(2) 公害防止目標値
環境保全計画に基づき、以下の各基準を取りまとめる。また、公害防止基準の計画に際しては、関係法令や都道府県条例に基づき建設候補地で適用される規制基準値のほか、立地条件や環境影響等を十分に検討すること。
1) 排水放流基準
2) 悪臭防止基準

3) 騒音防止基準
4)  振動防止基準

5)  その他
2.2.3.5 工事計画
資源化施設の整備に当たって必要となる、①南ストックヤード及び鳩ヶ谷衛生センターへの移設工事、②プラスチック類処理ライン、紙類処理ライン、繊維類保管場所、小動物死体保管場所の解体工事、③資源化施設の整備工事後における各段階の工事計画を工事経過図として取りまとめ、次の事項について検討する。

(1) 各経過における課題及び事前に対応を要する事項の有無
(2) その他
2.2.3.6 工事期間中の配慮
(1) 工事期間中の資源物処理方法
(2) 工事期間中のリサイクル残さの処理方法
(3) その他
2.2.3.7 解体工事計画
(1) 解体工事計画の概要
(2) 各種有害物質への対応
1) ダイオキシン類

2) アスベスト
3) その他の有害物資
(3) 土壌汚染及び埋設廃棄物への対応
2.2.3.8 リサイクル残さの処理方針
(1) 資源化施設の整備前におけるリサイクル残さの処理状況
(2) 資源化施設の整備後におけるリサイクル残さの処理方法
2.2.3.9 資源化施設の耐震・防災計画
(1) 耐震性
(2) 耐水性
(3) その他
2.2.3.10 施設配置計画
(1) 建物の配置計画
1) 南ストックヤード

2) 鳩ヶ谷衛生センター
3) 計量棟
4) その他付属施設

(2) 車両動線計画
　　収集運搬車、資源物搬出車、メンテナンス車、消防車等の動線を考慮して構内道路の配置を計画する。
(3) 敷地外の搬入出車両動線
整備対象施設の敷地外における搬入出車両動線について計画する。
2.2.3.11 土木基本計画 

(1) 地形、地質及び防災をはじめ社会要請に基づく土地造成計画を検討する。
(2) 埼玉県条例に基づく雨水集排水計画等について検討する。

(3) 構内道路、駐車場、門・囲障、緑地等の外構施設について検討する。

(4) 上記(1)～(3)の検討結果に基づき、新施設配置及び動線図、土工計画図、土地造成平面図及び外構施設図等を含む基本設計図を作成する。

2.2.3.12 建築基本計画 

(1) 全体計画
建築規模、構造方式（SRC造、RC造、S造等）をはじめとする全体計画について検討する。
(2) 平面計画
主要諸室及びゾーニングについて検討する。
(3) 高さ計画
地盤面からの高さを整理するとともに、周辺の日照に配慮した高さとすること等について検討する。
(4) 意匠計画
施設整備条件を踏まえ、求められる施設デザインについて検討する。
　また、外観イメージパースを提示する。

(5) 建築機械設備基本計画
給排水設備及び空調設備などの仕様について検討する。
(6) 建築電気設備基本計画
照明設備、避雷設備など
(7) その他
土木技術に加え、建築技術による防災対策などについて検討する。

2.2.3.13 プラント機械設備基本計画

次の設備ごとに要求性能及び仕様について検討する。

(1) 受入供給設備
(2) プラスチック類処理系列
(3) 紙類処理系列
(4) 繊維類保管系列
(5) 小動物死体保管系列
(6) 貯留設備
(7) 集塵・脱臭設備
(8) 排水処理設備

(9) その他（資源物の貯留スペースなど）

2.2.3.14 プラント電気・計装設備基本計画

次の設備ごとに要求性能及び仕様について検討する。

(1) 受電方法の検討
(2) 電気・計装設備の検討
(3) 非常用発電設備の検討
(4) その他
2.2.3.15 概算事業費の整理

下記について、概算建設費及び概算維持管理費（15～20年程度）を算出する。算出にあたっては、プラントメーカーへのヒアリング等を踏まえること。

(1) 概算事業費
(2) 施設建設費の財源
(3) 財源内訳
(4) 本市環境施設に係る財源計画
(5) その他
第４節 PFI導入可能性調査
2.2.4.1 PFI導入可能性調査の実施
(1) 意向調査
1) 各事業手法の特徴の整理と先行事例の動向調査
　　　　各事業手法の特徴を整理し、先行事例の動向を調査することで、本市の事業条件に適合性のある事業方式を抽出する。
2) 事業条件の整理
　　　　整備するごみ処理施設の種類、施設規模、建設場所等の条件とともに、公共の業務範囲と民間事業者の業務範囲を明確にする。
3) 民間事業者への市場調査

　　　本市が計画するごみ処理事業への参加意欲があるかどうかを確認するために、民間事業者を対象としてアンケートを実施する。
(2) 定量評価（VFMの算出）
市場調査や先行事例から設定した事業費をもとに、公共が自ら実施する場合の事業期間全体を通じた公的財政負担の見込み額の現在価値である「PSC（Public Sector Comparator）」と、PFI等の事業手法で実施する場合の見込み額の現在価値「PFI事業等のLCC（LCC：Life Cycle Cost）」を算出してVFMを算出する。
(3) 定性評価
主に以下のような事象に対する事業手法ごとの違いを整理する。

1) 他市町村等での導入実績

2) 長期債務負担の確定
3) 公共と民間事業者のリスク分担の明確化

4) その他
(4) 総合評価
(1)～(3)の結果を踏まえて総合的な視点から比較評価を行い、本市にとって最適な事業手法を選定する。

第５節 調達方式の整理
2.2.5.1 調達方式の整理
下記の調達方式について、概要、適用の考え方、交渉不調の場合の措置、メリット、デメリット等について整理する。
(1) プロポーザル方式
(2) 総合評価落札方式
(3) 最低価格落札方式
第６節 施設整備スケジュール
2.2.6.1 新施設建設準備作業
契約までに必要な準備作業について整理する。準備作業には、地質調査や測量等の事前調査、環境影響調査（又は環境影響評価）、都市計画決定、その他必要な許認可を含む。
2.2.6.2 施設整備の手順
資源化施設の整備にあたって、本市から発生する廃棄物を将来にわたり安全かつ安定的に処理するため、他施設との関係性を鑑みながら整備手順を整理する。

2.2.6.3 施設整備スケジュール（工程表）
2.2.6.1及び2.2.6.2で整理した内容をもとに、施設整備スケジュール（工程表）を作成する。

　　
第３章 その他
2.3.1 プラントメーカー等へのアンケート又はヒアリング
基本計画の策定にあたり、必要に応じて、関係課所及びプラントメーカー等に対してアンケート又はヒアリングを実施すること。
2.3.2 会議等の補助
(1)審議会の技術的支援

審議会は、下記の日程で令和7年度末までに10回程度の開催を想定している。審議会の技術的支援として、審議会開催計画の作成、会議資料等の作成を行うこと。また、審議会に出席し、答弁等の支援及び会議録の作成を行うこと。
　　　審議会の開催（予定）
　　　第1回　　令和6年8月
　第2回　　令和6年9月
第3回　　令和6年10月 
第4回　　令和6年12月
第5回　　令和7年2月
　第6回　　令和7年4月
第7回　　令和7年6月
第8回　　令和7年8月
第9回　　令和8年1月上旬
第10回　 令和8年1月下旬
(2)検討会議の技術的支援
検討会議（職員で構成）は、令和7年度までに10回程度の開催を想定している。検討会議の技術的支援として、会議の資料等作成、進行、説明、会議録作成等を行うこと。
　　　
(3)パブリック・コメントの実施支援、資料・回答の作成
基本計画策定前にパブリック・コメントの実施を予定しているため、その実施の支援、資料・回答の作成を行うこと。
2.3.3 住民説明会の実施支援、資料・会議録作成
住民説明会は、履行期間中2回程度の開催を想定している。住民説明会への提出資料作成、出席、会議録作成を行うこと。

2.3.4 成果品
成果品の部数は以下のとおりとする。
(1)審議会及び検討会議の会議提出資料（必要部数）、会議録

※会議資料は、原則として開催日の５日前までに用意すること。
会議録は原則として会議終了後７日後までに提出すること。

(2)基本計画の概要版（Ａ３カラー数枚にまとめること、１部）

(3)基本計画の本編及び資料編（Ａ４カラー製本各２００部）

(4)その他本市が必要と認める資料（調査等に使用した資料等）

(5)上記(1)～(4)に関わる電子データ１式

2.3.5 本業務の工程
本業務の工程は、施設整備審議会、廃棄物対策審議会等の会議日程を踏まえ、原則として次の(1)ア～エ及び(2)ア～イのとおりとする。
(1) 令和6年度業務工程
ア 第2編第1章「3.1処理方式の選定」の完了 　　　　 令和6年10月中旬
イ 第2編第1章「4.1 PFI導入可能性調査の実施(4)総合評価（案）」の作成      

令和7年2月中旬
ウ 第2編第1章「4.1 PFI導入可能性調査の実施(4)総合評価」の完了
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 令和7年6月中旬

エ 第2編第2章「4.1 PFI導入可能性調査の実施(4)総合評価」の完了
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 令和7年2月下旬

　　(2) 令和7年度業務工程
ア　 パブリックコメント（令和7年度12月上旬から12月下旬までを想定）
　　　(ア) 朝日環境センター施設整備基本計画（案）の作成　令和7年8月下旬
(イ) 回答作成　　　　　　　　　　　　　　　　　　  令和8年1月上旬
イ　朝日環境センター施設整備基本計画（案）の改訂　　　令和8年1月下旬
　　
　　　

第３編 環境影響評価（焼却棟）　特記仕様書
本業務は、本市が、朝日環境センターの施設整備事業（以下、本編において「本事業」という。）着手に先立ち、埼玉県環境影響評価条例（平成 6 年埼玉県条例第 61号。以下「条例」という。）に基づき、対象事業実施区域及びその周辺の環境の現況を把握するとともに、事業の実施が環境に及ぼす影響の内容及びその程度を調査、予測及び評価し、必要に応じて環境保全措置を講じることにより、良好な環境の保全を図りつつ、本事業の円滑な実施を推進することを目的とする。

第１章　調査業務の内容
3.1.1　環境影響評価調査計画書の作成
　埼玉県環境影響評価条例第４条に基づき、本事業の実施が環境に及ぼす影響について調査を行うための環境影響評価調査計画書（以下「調査計画書」という。）を作成する。
（1）地域特性の把握
対象事業実施区域及びその周辺の社会的状況及び自然的状況を把握するため、埼玉県環境影響評価技術指針（平成11年12月17日告示第1588号。以下「技術指針」という。）別表第２に掲げる調査項目について、既存資料の収集等による方法により情報を収集・整理する。
（2）事業特性の把握 

本市から提供する情報の整理に基づき、以下の項目について本事業の事業特性を整理する。
1）対象事業の種類
2）対象事業実施区域の位置

3）対象事業の規模
4）対象事業の事業内容
5）対象事業者（本市）に係る工事計画の概要
6）対象事業を計画するに至った背景及び経緯
7）その他対象事業に関する事項

（3）環境の保全についての配慮事項等の検討及び明確化
地域特性及び事業特性を踏まえ、環境保全について配慮事項等の検討を行い、その結果及び経過を明らかにする。
（4）調査等の項目の選定

事業特性を勘案し、技術指針別表第３に掲げる環境影響要因を基準として検討し、本事業に係る環境影響要因を把握する。
また、地域特性を勘案し、把握した環境影響要因による環境への影響の発生過程を検討するとともに、環境への影響の程度を検討する。
それらの検討結果を踏まえ、技術指針別表第３に示す項目に対して、
必要応じて項目の削除又は追加を行うことにより調査等の項目を選定する。
（5）調査等手法の選定

事業特性及び地域特性を勘案し、選定した環境影響評価項目ごとに、技術指針に定める方法を基準として、調査、予測及び評価の手法を選定する。
（6）調査計画書の作成

上記の結果を取りまとめ、調査計画書及び要約書を作成する。調査計画書及び要約書の作成に当たっては、埼玉県環境部環境政策課並びに川口市環境部環境保全課との事前協議を行うものとする。
3.1.2　調査計画書手続
（1）調査計画書説明会の開催 

調査計画書に係る説明会の開催支援として、説明会開催計画の作成、説明資料等の作成、説明会開催結果報告の作成を行う。また、説明会に出席し、答弁等の支援を行う。
（2）調査計画書に対する意見書への対応
調査計画書に対し送付された意見書の内容を整理し、意見概要を整理するとともに、本市見解案を作成する。
（3）埼玉県環境影響評価技術審議会への対応
調査計画書を審査する埼玉県環境影響評価技術審議会への対応支援として、説明資料等の作成を行う。また同審議会に出席し、答弁等の支援を行う。
（4）知事意見への対応
調査計画書に対する知事意見の内容を整理し、対応案を検討する。また、知事意見への本市見解案を作成する。
3.1.3　環境影響評価準備書の作成
埼玉県環境影響評価条例第９条に基づき、本事業の実施が環境に及ぼす影響について調査、予測及び評価を行った結果を記載した環境影響評価準備書（以下「準備書」という。）を作成する。
（1）調査
既存資料及び別紙に示す現地調査（案）により、対象事業実施区域周辺の環境の現況を把握する。

（2）予測
選定した調査項目を対象に、調査計画書に示した予測手法に基づき、工事の実施、土地又は工作物の存在、施設の供用による対象事業実施区域周辺への影響について、定量的又は定性的に予測し、項目ごとの影響の程度及び影響範囲を明らかにする。
（3）環境保全措置の検討
予測結果に基づき、対象事業実施区域周辺への環境影響を回避又は低減するための環境保全措置を検討する。
（4）評価
予測結果を踏まえ、調査計画書に示した評価手法に基づき、環境影響が本市の実行可能な範囲で回避又は低減されているかを明らかにするとともに、環境保全の観点からの基準、目標等と予測結果との間に整合が図られているかを明らかにする。
（5）対象事業の実施による影響の総合的な評価
選定した項目ごとの予測及び評価の結果を踏まえ、すべての選定項目に係る環境影響が本市の実行可能な範囲で回避又は低減されているかを総合的に評価する。
（6）事後調査計画
予測及び評価の結果を検証し、必要に応じ環境保全措置の追加措置を検討するため、事後調査計画を策定する。
（7）環境影響評価準備書の作成
上記の内容を取りまとめ、準備書、同資料編、同要約書を作成する。
準備書等の作成に当たっては、埼玉県環境部環境政策課並びに川口市環境部環境保全課との事前協議を行うものとする。
3.1.4　準備書手続
（1）準備書説明会の開催

準備書に係る説明会の開催支援として、説明会開催計画の作成、説明資料等の作成、説明会開催結果報告の作成を行う。また、説明会に出席し、答弁等の支援を行う。
（2）見解書の作成
準備書に対して送付された意見書の内容を整理し、意見概要を整理するとともに、見解書を作成する。見解書の作成に当たっては、埼玉県環境部環境政策課並びに川口市環境部環境保全課との事前協議を行うものとする。
（3）埼玉県環境影響評価技術審議会対応
準備書を審査する埼玉県環境影響評価技術審議会への対応支援として、説明資料等の作成を行う。また同審議会に出席し、答弁等の支援を行う。
（4）知事意見への対応
準備書に対する知事意見の内容を整理し、対応案を検討する。また、知事意見への本市見解案を作成する。
3.1.5　環境影響評価書の作成
埼玉県環境影響評価条例第１６条に基づき、知事意見を踏まえて準備書の記載事項について検討を加え、適宜修正等を行い、環境影響評価書（以下「評価書」という。）を作成する。
3.1.6　成果品
成果品の部数は以下のとおりと する。

(1)調査計画書150 部
(2)調査計画書（改定版）150部
(3)同要約書 150 部
(4)準備書150 部
(5)同資料編 150 部
(6)同要約書 150 部
(7)見解書150 部
(8)評価書150 部
(9)同資料編 150 部
(10)同要約書 150 部
(11)上記(1)～(10)に関わる電子データ１式
第４編 生活環境影響調査（資源化施設）　特記仕様書
本業務は、本市が、資源化施設の移設整備事業（以下、本編において「本事業」という。）着手に先立ち、移設整備後の施設周辺の生活環境への影響を未然に防止することを目的として、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づく生活環境影響調査を実施する。

調査は、「廃棄物処理施設生活環境影響調査指針」（平成18年9月改訂、環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部）に基づき実施するものとする。
第１章　調査業務の内容
4.1.1　調査事項の整理
　「廃棄物処理施設生活環境影響調査指針」に準拠し、本施設の事業特性及び地域特性を勘案して、生活環境影響調査の対象とすべき項目を選定する。また、その選定理由及び選定しなかった項目についてはその理由を整理する。
4.1.2　調査対象地域の設定
調査事項の整理の結果を踏まえて、調査事項が生活環境に影響を及ぼすおそれがある地域を調査対象地域として設定する。
4.1.3　現況の把握
本施設の設置及び供用に伴う周辺の生活環境への影響を予測するのに必要な情報を得るため、既存資料及び現地調査により、調査対象地域の環境の現況及び立地場所の気象等の自然的条件並びに人家の状況などの社会的条件に関する情報を把握する。
現況の把握に当たっては、「第３編　環境影響評価（焼却棟）」に記載した現地調査の成果を活用するものとする。
なお、現地調査を実施する項目及び内容は、以下のとおりとする。
（1）大気質
1）施設稼働に伴う粉じん 
① 調査項目：浮遊粉じん（総浮遊粉じん量）
② 調査地点：事業実施区域1地　点 

③ 調査時期：2季節×7日間
（2）騒音・低周波・振動
1) 施設稼働に伴う騒音・低周波音・振動
① 調査項目：施設稼働騒音、低周波音、施設稼働振動
② 調査地点：事業実施区域敷地境界4地点
③ 調査時期：2回（平日・休日）
（3）悪臭
1) 調査項目：特定悪臭物質、臭気指数
2) 調査地点：事業実施区域敷地境界4地点
3) 調査時期：2回（夏季・冬季）
4.1.4　予測
予測手法は、生活環境影響調査項目の変化の程度及びその範囲を把握するため、計画されている対象施設の構造及び維持管理を前提として、調査実施時点で一般的に用いられている予測手法により行うこととし、定量的な予測が可能な項目については計算により、それが困難な項目については同種の既存事例からの類推等により行う。
4.1.5　影響の分析
生活環境影響の分析は、本施設の設置による影響の程度について、生活環境影響調査項目の現況、予測される変化の程度及び環境基準等の目標を考慮し、環境基準等の目標と予測値を対比してその整合性を検討すること、生活環境への影響が実行可能な範囲内で回避され、又は低減されているものであるか否かについて本市の見解を明らかにすることにより行う。
4.1.6　生活環境影響調査書の作成
上記の成果を取りまとめ、「廃棄物処理施設生活環境影響調査指針」に示す標準的構成案に準拠し、生活環境影響調査書を作成する。生活環境影響調査書の作成に当たっては、図表を用い、わかりやすさの確保に努めることとする。
4.1.7　縦覧等手続支援
関係機関との事前協議、本市が設置する一般廃棄物処理施設及び本市から委託を受けて非常災害により生じた廃棄物の処分を行うための一般廃棄物処理施設に係る生活環境影響調査結果の縦覧等の手続に関する条例（平成10年9月28日条例第57号）に基づく縦覧手続の支援、必要に応じ地元説明会等の開催の支援を行う。
4.1.8　成果品
成果品の部数は以下のとおりとする。

(1)生活環境影響調査書 30 部

(2)上記に関わる電子データ１式
別紙　現地調査項目・地点（案）
	項目
	調査項目
	調査地点
	調査期間
	調査方法

	大気質
	地上気象
	風向・風速、気温・湿度、日射量、放射収支量
	対象事業実施区域もしくはその周辺1地点
	通年観測
	地上気象観測法等

	
	上層気象
	風向・風速、気温、気圧
	対象事業実施区域もしくはその周辺1地点
	4季節×7日間
	高層気象観測指針

	
	一般環境大気質
	二酸化硫黄、窒素酸化物、浮遊粒子状物質、微小粒子状物質、塩化水素、水銀、ダイオキシン類、風向・風速、浮遊粉じん（降下ばいじん量）
	対象事業実施区域もしくはその周辺1地点、周辺4地点
	4季節×7日間
	公定法

	
	沿道環境大気質
	窒素酸化物、浮遊粒子状物質、炭化水素、風向・風速、微小粒子状物質
	沿道4地点
	4季節×7日間
	公定法

	騒音
	環境騒音
	環境騒音、施設稼働騒音
	対象事業実施区域敷地境界4地点
	2回（平日・休日）
	公定法、JIS規格

	
	道路交通騒音
	道路交通騒音、交通量、走行速度、道路構造
	沿道4地点
	2回（平日・休日）
	公定法、JIS規格

	振動
	環境振動
	環境振動、施設稼働振動
	対象事業実施区域敷地境界4地点
	2回（平日・休日）
	公定法、JIS規格

	
	道路交通振動
	道路交通振動、地盤卓越振動数、走行速度、道路構造
	沿道4地点
	2回（平日・休日）
	公定法、JIS規格

	低周波音
	低周波音、超低周波音
	対象事業実施区域敷地境界4地点
	2回（平日・休日）
	環境省マニュアル

	悪臭
	特定悪臭物質濃度、臭気指数、風向・風速、気温・湿度
	対象事業実施区域敷地境界4地点、周辺4地点
	2回（夏季・冬季）
	環境庁告示

	水質

	水質

	水素イオン濃度、浮遊物質量、流量
	1地点（放流地点直下流1地点）
	平常時　年2回
降雨時　年2回
	環境庁告示

	
	
	土粒子の性状（沈降試験）
	対象事業実施区域内2地点程度
	1回
	JIS規格

	
	地下水
	一般項目、地下水環境基準項目、ダイオキシン類
	現地井戸4地点×2孔
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